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はじめに 

 

財政計画は、市の最上位計画である合志市総合計画との整合性を図り、市税などの歳

入の予測及び歳出の見通しを示し、中長期的に安定した財政運営を行えるよう一般会計

を対象に作成したものです。 

今回、合志市総合計画第３次基本構想の策定にあわせ、令和６年度から１３年度まで

の財政計画を策定しました。令和６年度から４年間を計画期間とする第３次基本構想第

１期基本計画では、 

 

「創造的挑戦による地域共生社会の実現」 

１．安全・安心に暮らせるまちづくりの推進 

２．「こどもまんなか社会」の構築 

３．産業の共生による市経済の持続的発展 

 

を【政策横断的重要課題】として掲げ、本市の将来都市像「人と地域が輝く未来へ  

～健幸都市こうし～」の実現に取り組むこととしております。 

市の将来都市像の実現にあたり、総合計画で掲げた政策が、健全な財政運営の中で実

行していけるよう、財政計画に沿った行財政運営を行い、着実かつ効果的に事業を進め

ていくことが、市民、地域の“健幸”につながり、魅力ある市の発展に繋がっていくと

考えておりますので、今後とも、ご理解とご支援をお願い申し上げます。 

 

 

令和６年２月 

 

合志市長 荒 木 義 行  
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第１章 財政計画の策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

 平成１９年度に財政計画を作成して以降、これまで社会経済動向や国の地方財政計

画の変化にあわせ、より実行性のある計画となるよう、市の総合計画などとの整合性

を図りながら３回の見直しを行ってきました。

近年では新型コロナウイルス感染症の拡大が地域経済に大きな打撃を与え、観光な

どの交流人口も減少し、市民の生活様式が変わるなど、環境が大きく変化しました。

加えて、原油価格・物価高騰による施設光熱費の増加や、資材価格の高騰による維持

管理費、普通建設事業費の増加が見込まれています。 

本市の状況としては、全国的に人口が減少傾向にある中、人口増が続いており、人

口推計においても 2029 年には人口が 7 万人を超えることが予想されています。人口

増に伴い、義務的経費では扶助費など社会保障関連経費の増加が見込まれており、投

資的経費では、児童・生徒数の増に対応するための学校施設の改修や、主要国県道の

道路改良に併せた生活インフラ整備に要する普通建設事業費の増加も見込まれてい

ます。 

また、全国的に大規模災害が頻発化していることから、防災機能強化や、避難所の

環境改善など、災害対策の充実を図っていくことも重要となっています。 

これらの課題に取り組むためにも、安定した財政運営が必要となります。財政運営

に必要な財源を確保するため、農業をはじめとした産業全体の振興を図り、生産性の

向上や新たな産業の創出を推進していく必要があります。 

直近では半導体関連企業の進出が予定されており、これを契機として、工業団地整

備などによる積極的な企業誘致に取り組み、就業機会の創出なども含め、新たな自主

財源の確保が期待されるところです。 

一方、令和 5 年 10 月 4 日財務省開催の財政制度等審議会財政制度分科会における

資料「地方財政」の中で、地方自治体の財政状況について以下のような記載があり、

今後国からの財政措置が減少又は削減される可能性が示されています。 

併せて、国の地方財政計画で示される「地方財政計画歳入歳出一覧（通常収支分）」

では、公債費が平成２６年度以降毎年減額されており、人口増を要因とした普通建設

事業費の増加が見込まれる本市としては、公債費償還の増加は財政の硬直化を招く要

因にもなります。 

○ 地方団体の決算は、地方税収等の上振れが生じることが多く、地方財政計画で

予定されていた標準的な行政経費を上回る歳出を行ってもなお、毎年のように実質

単年度収支が黒字となっている。

○ 過去 10 年間で基金全体の残高は約 4.8 兆円増加し、基金に積み立てを行わな

い地方団体の手元流動性といえる実質収支の黒字額も、同期間の単年度黒字の累積

により約 1.5 兆円増加。

○ このような地方財政の状況を踏まえれば、当初の地方財政計画で予定されてい

なかった財政需要への対応については、国への支援を求めることなく、地方団体に

おいて追加財政需要、財政調整基金の取崩し等を活用して対応すべきではないか。 
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これらの新たな課題に対応するために、国の財政対策を注視しながら、本市の特色

を生かした地方創生に取り組み、地域産業の振興を図っていく必要があります。 

また、財源不足を解消し、足腰の強い財政基盤を確立するためには、これまで以上

に有効性・効率性・経済性を考慮した事務事業の見直しなど、徹底した意識改革によ

る「行財政改革」を図る必要があります。

本計画は、財政状況の分析を行い、将来予測及び目標とする財政規模に基づく中長

期財政計画を立て、これを達成するため行財政改革等の取り組みを進め、中長期的に

安定した財政運営が行える道筋を示すものです。

２ 計画の期間 

 「市総合計画」の策定期間と同じく令和６年度から令和１３年度までの８年間を計

画の期間とします。

３ 計画の目標 

⑴ 計画最終年度の令和１３年度末には、財政調整基金の残高が３０億円以上（標準

財政規模の１０％程度として１５億円、法人市民税の減収に備えるために５億円、

災害その他不測の事態に備えるために１０億円）になることを目指します。

⑵ 平成３０年度以降増加している実質公債費比率を、計画最終年度の令和１３年度

末まで１0％未満で推移する財政運営を目指します。

第２章 財政の現状と分析 

１ 普通会計における財政の概況 

(1) 歳入の状況

本市の歳入状況については、表 1－1 及び表 1－2 で示すとおり、市税をはじめ

とする自主財源が、令和 4 年度決算で約 111 億 3 千 8 百万円であり、歳入決算額

に占める割合は 38.3％となっています。これは、令和 3 年度対比で、金額にして

約 13億 8千 6百万円、率にして 14.2％増となっています。 
また、すべての行政サービスは、市税をはじめとする歳入を基に、その配分によ

り行われますが、特に市税及び地方交付税（※臨時財政対策債含む）は、歳入全体

の４割を超える基幹的な歳入であり、この安定確保が財政運営の基本となります。   

地方交付税は、令和 4 年度決算で約 51 億 6 千 4 百万円、令和 3 年度対比で、金

額にして約 2 億 3 千 6 百万円、率にして 4.8％増となっています。これは令和 2 年

国勢調査人口の増（58,370 人→61,772 人、3,402 人増）による基準財政需要額の

増加と、令和 3 年度法人市民税の減収により、基準財政収入額が減少したことによ

るものです。

しかし、令和 4 年度は、法人市民税の交付税算定額に対し、決算額が約 5 億円多

かったため、この差を今後 3 年間で精算する必要があり、年度ごと約１億 5 千万円

の減額が見込まれています。
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今後、市における基幹的歳入の確保は、ますます厳しくなり、市税及び使用料・

手数料等の「自主財源をいかに確保していくか」が課題となります。 
※臨時財政対策債…地方財政の赤字補てんのため、赤字の一部を各地方公共団体の判断で、地方債

を借りて対応することになったもので、償還金は後年度、地方交付税で市に交

付されます。 
 

表１－１【自主財源の推移】                （単位：百万円、％） 
区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

歳入決算額(A) ３６，７６９  ２８，５２４ ２９，０３０ 

自 主 財 源(B) １０，７９４  ９，７５２ １１，１３８ 

(B)／(A) ２９．４  ３４．１ ３８．３ 

 
表１－２【市税・地方交付税の推移】            （単位：百万円、％） 

区  分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

市 税 ７，５９４ ７，１７６ ８，１４９ 

 
地方交付税 

（４，１３３） 
４，８２２ 

（４，９２８） 
５，４９９ 

（５，１６４） 
５，４８９ 

計(C) １２，４１６ １２，６７５ １３，６３８ 

(C)／(A) ３３．７ ４４．４ ４６．９ 

※地方交付税については、臨時財政対策債を含む。上段（）書きは地方交付税のみ 

 

(2) 歳出の状況 

 本市の歳出状況については、表 2 で示すとおり、人件費、扶助費、公債費から

なる義務的経費が、令和 4 年度決算で約 145 億 3 百万円であり、その構成比は、

52.9％となっています。これは令和 3 年度対比で、金額にして約 11 億 3 千万円、

構成比で 5.4%減となっています。主な要因は、新型コロナウイルス感染症対策に

要した扶助費が令和 3 年度に比べ減少したことや、区画整理事業や施設改修など

の普通建設事業費が伸びたことにより相対的に割合が減少したものです。 

また、投資的経費については、令和 4 年度決算で約 29 億 6 千 6 百万円であり、

歳出全体の 10.8％を占めています。これは令和 3 年度対比で、金額にして約 10

億 9 千 8 百万円、構成比で 3.8％増となっています。主な要因は前述の区画整理

事業や施設改修によるものですが、投資的経費は市債を伴うため、公債費とも密

接な関係があることから、今後の学校施設整備や施設の大規模改修、脱炭素推進

などによる「投資的経費及び公債費の増加」が課題となります。 

更に、下水道特別会計及び国民健康保険事業特別会計等への繰出金は、令和 4

年度決算で約 18億 9千 6百万円であり、歳出全体の 6.9％を占めています。これ

は令和 3 年度対比で、金額にして約 6 千 2 百万円増となっています。このうち、

公営企業会計に対する繰出し基準に基づかないものが 1 億 9 千 8 百万円含まれて

いることから、「公営企業会計等への繰出金が一般会計に及ぼす影響」が課題とな

ります。 
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表２【義務的経費・繰出金の推移】         （単位：百万円、％） 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

歳 出 決 算 ３５，２９９ ２６，８１６ ２７，４１１ 

義 務 的 経 費 １３，４０９ １５，６３３ １４，５０３ 

 

人 件 費 ２，９４８ ３，０６２ ２，９６８ 

扶 助 費 ８，２５６ １０，２１６ ９，０７１ 

公 債 費  ２，２０５ ２，３５５ ２，４６４ 

 構成比（％） ３８．０ ５８．３ ５２．９ 

投 資 的 経 費 ６，１８４ １，８６８ ２，９６６ 

構 成 比 （ ％ ） １７．５ ７．０ １０．８ 

繰 出 金 １，８０３ １，８３３ １，８９６ 

構 成 比 （ ％ ） ５．２ ６．９ ６．９ 

 
(3) 収支の状況 

 本市の収支状況については、表 3 で示すとおり、実質的な差額いわば地方公共

団体の純剰余（又は純損失）を示す実質収支が、令和 4年度決算で約 12億 9千 4

百万円であります。これは令和 3 年度対比で、金額にして約 9 百万円、率にして

0.7％増となっています。 

また、地方債借入額と元金償還額のバランスについては、令和 4 年度決算で

54.7％であります。これは令和 3 年度対比で 1.1％増であり、いわいる「借入れ

と返済のバランス」が課題となります。 

 

表３【収支の状況】                        （単位：百万円、％） 
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実質収支 １，３５６ １，２８５ １，２９４ 

市債借入額(A) 

 

(３，１６１) 

３，８５０ 

     （６３７） 

１，２０８ 

（３２５） 

１，２９７ 

元金償還額(B) 

 

（１，２６１） 

２，１０１ 

(１，３９２) 

２，２５２ 

（８８５） 

２，３６８ 

借金と返済のバランス

(A)/(B) 

(２５０．６) 

１８３．２ 

（４５．７） 

５３．６ 

（３６．７） 

５４.７ 

※上段（）は臨時財政対策債及び減税補填債を除く通常債 
 

(4)  財政調整基金残高及び市債残高の状況 

本市の財政調整基金残高については、表 4 で示すとおり、令和 4 年度決算で約

40 億 6 千 9 百万円であります。これは令和 3 年度対比で、金額にして約 6 億 9 百

万円、率にして 17.6％増となっております。増加の要因は繰越金からの積立金が

５億 2千 5百万円と、税収の増により繰入金が抑えられたことによるものです。 
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財政調整基金残高としては過去最高となりましたが、人口増に伴う扶助費や施設

整備を含めた教育費の増が見込まれており、計画目標値としている令和 13 年度末

に 30 億円保持できるよう「基金の計画的運用」が課題となります。 
また、本市の市債残高については、令和 4年度決算で約 209億 6千万円となって

います。これは令和 3 年度対比で、金額にして約 11 億円、率にして 5.0％減とな

ります。起債は、住民負担の世代間の公平に有効とされていますが、起債残高の増

加は、元利償還金の増による財政の硬直化や、実質公債費率、将来負担比率の増な

ど、健全化判断比率の悪化を招くことになります。将来負担が過度にならないよう、

適切な割合で運用していくためにも、「基金残高及び市債発行額の管理」が課題と

なります。 

 

表４【財政調整基金残高及び市債残高の状況】       （単位：百万円） 
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

財政調整基金残高 ３，０１８ ３，４６０ ４，０６９ 

市債残高 ２３，１０５    ２２，０６０       ２０，９６０ 

 

(5)  財政指標の状況 

   本市の主な財政指標については、表 5 で示すとおり、財政構造の弾力化を示す

経常収支比率が、令和 4年度決算で 83.4％であります。これは令和 3年度対比で、

率にして 4.6％減になっているものの、一般財源の 80％以上が経常的経費に充当

されており、財政にゆとりがあるとは言えない状況と考えられます。 

また、公債費に係る財政負担を示す実質公債費比率（3 ヶ年平均）が、令和 4

年度決算で 7.1％となっています。これは令和 3年度対比で、率にして 0.4％増と

なります。単年度の比率は 7.3％となっています。実質公債費比率は早期健全化

基準である 25％を下回っており、適正な範囲と考えられますが、経常経費である

公債費の増加は、経常収支比率の悪化につながります。 

なお、地方公共団体の財政力を示す財政力指数は、令和 4年度決算で 0.64とな

っています。令和 3年度対比で、率にして 0.2ポイント減少しました。 

財政力指数は１を超えると地方交付税不交付団体となりますが、令和 4 年度決

算における地方交付税は、歳入総額の約 2 割程度、経常一般財源としては約 3 割

が占めており、本市の重要な財源となっています。 

財政の硬直化を防ぎ、交付税をはじめとした依存財源に頼らない財政運営を目

指すためにも、自主財源の確保に積極的に取り組み、「健全な財政運営・将来負担

の抑制」が課題となります。 

 

表 5【主な財政指標の推移】 
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

経常収支比率(%) ８８．０ ８８.０  ８３．４ 

実質公債費比率(%) 
（６．７） 

６．７ 

（７．４） 

６．７ 

（７.３） 

７．１ 

財政力指数 ０．６８ ０．６６ ０．６４ 
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※経常収支比率 …財政構造の弾力性の程度を示す指標で、歳入の経常一般財源（地方税・普通交付税

等）が歳出の経常経費（行政活動に必要な継続的経費・義務的経費）に必要な一般

財源にどの程度充てられているかを示します。 

※実質公債費比率…公債費に係る財政負担の程度を示す指標であり、平成 18 年４月からの地方債制度の

「許可制度」から「協議制度」への移行に伴い新たに導入されたもので、指標が 18％ 

以上の団体は、地方債の発行について許可を要します。上段()書きは単年度。 

※財 政 力 指 数 …自治体の財政力を判断する一般的な指標で、普通交付税の基準財政収入額を基準財

政需要額で除して得た数値の当該年度以前３ヶ年度分の平均値を用います。この指

数が高いほど財源に余裕があるということが考えられます。 

 
(6)  類似団体等との比較 

   類似団体等との比較では、表 6 で示すとおり、本市は次の３つの指標について

「県内 14 市平均」より良好な数値になっていますが、これまでの状況分析から、

本市の財政は非常に厳しい状況と言え、それぞれの課題に対応した財政運営を行

っていくことが必要となります。 

 
表６【類似団体等との比較(令和 4年度決算(速報値)】 

区分 合志市 人吉市 水俣市 宇土市 上天草市 

人口（人） ６４，４７４ ３０，４８６ ２２，７０９ ３６，４８３ ２５，０１５ 

財政力指数 ０．６４ ０．４４ ０．３７ ０．５２ ０．２５ 

経常収支比率(%) ８３．４ ９４．７ ８９．６ ９３．８ ９０．８ 

実質公債費比率(%) ７．１ ６．９ ９．５ １１．１ １１．６ 

区分 阿蘇市  菊池市   山鹿市   玉名市   県内 14 市平均 

人口（人） ２４，７５１ ４７，１０３ ４９，３９７ ６４，０６６  

財政力指数 ０．３５ ０．４３ ０．３３ ０．４４ ０．４４ 

経常収支比率(%) ９２．９ ８８．８ ９９．２ ９７．７ ９２．３ 

実質公債費比率(%) ８．５ ９．２ ９．９ ９．１ ９．１ 

※合志市、人吉市、水俣市、宇土市、上天草市、阿蘇市は、人口及び産業構造から同一類似団体に分類

されている。菊池市、山鹿市、玉名市は合併により人口が５万人を超えた県北の市 

※人口：令和５年１月１日現在 

 

２ 特別会計・企業会計の財政の概況   

特別会計及び企業会計は、一般会計の負担が求められる経費以外は、その会計内で

賄う独立採算制が基本となっています。しかしながら、高齢化の進展に伴う医療費の

増加や地方債の元利償還金等の増加により、一般会計同様厳しい財政運営を強いられ

ており、経営健全化に向けた取組みが必要となります。 
なお、本市の特別会計 4 会計、企業会計 3 会計の令和 4 年度決算状況は表 7 のと

おりです。 
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表７【特別会計・企業会計の令和 4 年度決算】             （単位：百万円） 

会計区分 

決  算  額 歳入歳出 

差引額 

（A）－（B） 

一般会計から

の繰出金 歳入（A） 歳出（B） 

特

別

会

計 

国民健康保険特別会計 ６，３６６ ６，３１１ ５５ ４４０ 

後期高齢者医療特別会計 ７７４ ７７０ ４ ７５８ 

介 護 保 険 特 別 会 計 ５，０１６ ４，９０６ １１０ ６９７ 

工 業 団 地 等 別 会 計 ２０ １１ ９ ０ 

企

業

会

計 

下水道事業 

会 計 

収益的収支 １，４５７ １，４３３  
５８１ 

資本的収支 ８４３ ９８９  

水 道 事 業 

会 計 

収益的収支 ９１９ ７２６  
４ 

資本的収支 ５５ ９６９  

工業用水道

事 業 会 計 

収益的収支 ５７ ４２  
０ 

資本的収支 4 ２  

 
３ 今後の財政状況 

歳入では、人口増の要因となる住宅地開発の拡大により、住民税・固定資産税の

増加が見込まれます。また、半導体関連企業の進出が予定されており、償却資産で

の固定資産税の増収も見込まれます。 

歳出面では、人口増による影響が大きく、社会保障関連経費の増のほか、小中学

校では教室が不足する中、学級編制が 40 人から 35 人に変更になるなど、毎年度い

ずれかの学校で増築工事が行われている状況です。その他の公共施設も長寿命化、

大規模改修による普通建設事業費の増が見込まれており、これらの事業は起債を財

源としているため、公債費が増加し、財政の硬直化が懸念されます。 

 

第３章 中長期財政計画 

第 2 章で示しました現状・分析を踏まえ、計画期間中における事業費の推移を見込

み、中長期財政計画を作成しました。 
８頁の歳入・歳出科目の前提条件のもと計画額を算定しており、歳入面の主な増減要

因は、人口増による税収及び地方交付税への影響、普通建設事業費に伴う国県支出金の

増減が主な要因となっています。普通建設事業費が増加する年度では、財源不足額が増

加することから、特定目的基金を活用し財源調整を行っています。 
歳出の主な増減要因は、人口増・高齢化の影響による扶助費の伸びや施設改修などに

よる普通建設事業費の増が主な要因となっています。 
扶助費については、毎年度約 4億円の増が見込まれており、令和 13年度は令和 6年

度に比べて約 34億円の増となっています。普通建設事業費については、現状・分析で
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も課題としておりました学校施設整備や施設の大規模改修が継続的に見込まれていま

す。事業費が大きく増加する年度もありますが、全体の事業年度を調整し平準化を図る

ことで、市債発行や公債費のバランスを保つ計画としています。 

 

《中長期財政計画の前提条件》 
【基本的な考え方】 

  令和６年度当初予算要求額を基本とし、計画期間中の事業費を集計する。事業に

伴う特定財源のほか、過年度決算の推移や将来予測を参考に一般財源を見込む。 

【歳入】 

 １ 全般的項目 

   市税・地方交付税等の一般財源合計額については、令和４年度決算を基礎とし、

令和５年度人口推計を基本に増減を見込む。それ以外は令和２～４年度平均で

推移するとして歳入財源を基本に見込む。 

   特定財源については、対象事業に対する補助割合、充当率などを基本に見込む。 

 ２ 各項目 

市  税 令和４年度決算及び令和５年度人口推計を参考に、年 0.5％～2.5％の

増加を見込む。 

地方交付

税 

普通交付税は、令和５年度算定の基準財政需要額を基本に、各年度の基

準財政需要額見込みを算定する。令和 7 年度、12 年度の国勢調査人口

を人口推計から見込み、算定に反映させる。需要額見込みから前年度の

市税額の 75％及び当年度の地方譲与税・交付金の合計を差し引いたも

のを地方交付税額として見込む。特別交付税は、令和２～４年度決算額

の平均を参考に 500百万円を見込む。 

地方譲与

税・交付金 

令和 2～4年度決算額の平均値で推移するものとして見込む。 

使用料及

び手数料 

令和 2～4年度決算額の平均値で推移するものとして見込む。 

国県支出

金、分負担

金等 

各年度の歳出で見込んだ事業費に対する補助割合で見込む。 

市  債 各年度の歳出で見込んだ事業費に臨時財政対策債（3億円で推定）を加

えた額で見込む。 

繰入金 以下の特定目的基金について、充当対象事業の事業費にあわせた繰入額

を見込む。 

ふるさと創生基金、地域福祉基金 

公共施設整備基金（令和７、９年度） 

市立小中学校教育環境整備基金（令和８、１３年度） 

繰越金 令和 2～4年度決算額の平均で推移するとして同額程度を見込む。 
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【歳出】 

 １ 全般的項目 

   事務事業ごとに令和 6～13 年度までの計画額を見込む。計画額は性質別で集計

し、各年度の歳出額とする。 

 ２ 各項目 
 

人件費 定年延長や定員管理計画の職員数などを基本に見込む。 

扶助費 決算額の推移及び令和 5年度人口推計を基本に、令和 6～13年度

の計画額を見込む。 

全体では毎年度約 4％の伸びで推移するものと見込む。 

公債費 令和 5年度までの借入れ実績に、令和 6～13年度計画額の財源と

して見込んだ起債による元利償還金を合算し見込む。 

計画額による起債は以下の借入れ条件での元利償還金を見込む。 

金利：固定 利率：0.8％ 

期間：15年 据置期間：1年 償還方法：元利均等方式  

普通建設事業費 各年度に計画している事業費を見込む。 

≪特に事業費が増加する年度の主な事業≫ 

年度 事業名 

R7 
学校給食運営事業（西合志地区給食センター） 
校舎等施設修繕事業（楓の森中学校教室増築工事など） 

R9 
都市公園等整備事業（中央運動公園整備） 
社会資本整備総合交付金事業（道路整備） 
市営住宅整備事業（南原住宅改修） 

R10 
都市公園等整備事業（中央運動公園整備） 
社会資本整備総合交付金事業（道路整備） 
校舎等施設修繕事業（第一小、中央小長寿命化工事など） 

 

災害復旧事業費 災害復旧時消耗品、土砂処分手数料の 200千円を見込む。 

物件費 これまでの決算額を基に、令和 6～13年度の計画額を見込む。 

維持補修費 これまでの決算額を基に、令和 6～13年度の計画額を見込む。 

補助費 企業会計への負担金などは、繰出し基準に基づき計画額を見込

む。その他の負担金・補助金は関連団体の事業見込みなどを基本

に計画額を見込む。 

積立金 基金利子積立金のほか、財政調整基金積立金、小中学校教育環境

整備基金積立金を見込む。 

財政調整基金決算剰余金積立金：毎年度の決算剰余金を 8億円と

見込み、その金額の 2分の 1を下らない額（4億円）を見込む。 

投資及び出資金 下水道事業会計への出資金（資本的収入）を見込む 

貸付金 奨学資金貸付金を同額で推移するものとして見込む。 

繰出金 国保・介護・後期特別会計等への繰出金を見込む。 

予備費 各年度 20,000千円で見込む 
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１．財政調整基金残高の確保 

中長期財政計画における令和 13 年度財政調整基金残高は約３２億円となり、「財政

調整基金残高 30 億円以上」の目標額を確保できる見通しです。今後、物価高騰の影響

による物件費や普通建設事業費の増加も考えられるため、引き続き事務の効率化を行い

ながら事業に取り組む必要があります。 

    

 

２ 実質公債費比率の抑制 

 中長期財政計画を基に、以下の条件により計画期間中の実質公債費比率の推移を見込

みました。大規模な施設改修により起債額が増加する令和 7～9年度の影響により、令

和 9年度に比率が 8.6を超える推計となりましたが、その後事業費が平準化することに

伴い比率も低下し、最終年度の 13年度には 8.1になると見込まれ、目標としました 10%

未満を達成できる見通しです。 

 

《前提条件》 

元利償還金 
中長期財政計画で見込んだ起債を借入れた場合の毎年

度の元利償還金を見込む。 

一部事務組合などへの負担金 
菊池広域連合などの一部事務組合が起こした起債の償

還金に係る負担金の推移を見込む。 

基準財政需要額への算入額 

旧合併特例事業債の終了など、償還金の交付税措置が

高い起債が減少すると見込まれるため、基準財政需要

額への算入額が逓減すると見込む。 

普通交付税額 
中長期財政計画で見込んだ税収等から算出した普通交

付税額を見込む。 

 

◇実質公債費比率の推移 

 

 第 4 章 健全で効率的な行政経営 

中長期財政計画に沿った運営を行っていくためには、効率的な行政運営による経費削

減や自主財源の確保に取り組むことが重要となります。引き続き以下の点に取り組み、

持続可能な財政運営を目指します。 
 

１．自主財源の確保 

（1）市税等の収納率の向上 

（2）企業誘致などによる税収の増 

年度 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 

比率 7.2 7.3 7.6 8.2 8.6 8.5 8.2 8.0 8.1 
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（3）適正な受益者負担による使用料等の見直し 

 

２．効率的な行政運営 

（1）事務事業の見直し（統廃合、縮減）、ＥＢＰＭによる政策評価 

（2）組織機構の見直し、ＤＸの推進 

（3）職員の人材育成・能力の向上 

（4）公共施設の長寿命化、改修事業等の平準化 

（5）民間資金・活力の活用 

（6）単独事業の見直し 

 

３．健全な財政状況の維持 

（1）基金残高の確保 

（2）市債発行額・公債費の抑制 

（3）選択と集中による効果的な予算編成 

 

 

≪参考≫ 

計画期間中の政策横断的重要課題に要する事業   

            （千円） 

  Ｒ６   Ｒ７   Ｒ８   Ｒ９   Ｒ１０   Ｒ１１   Ｒ１２   Ｒ１３

安 全 ・ 安 心 660,855 543,674 784,889 932,027 1,097,789 911,975 780,285 694,520

子 ど も ま ん な か 6,086,322 6,139,401 6,717,838 7,391,840 7,495,454 7,370,770 7,683,257 8,070,679

産 業 の 共 生 414,097 289,144 233,196 272,707 218,567 245,372 248,387 204,552

総計 7,161,274 6,972,219 7,735,923 8,596,574 8,811,810 8,528,117 8,711,929 8,969,751
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《用語の解説》 

【歳入】 

１ 市   税：市がその活動に要する経費を賄うため市民から徴収する税金で個人 
市民税、法人市民税、固定資産税、軽自動車税、たばこ税です。 

２ 地方交付税：地方公共団体が一定の水準を維持するよう、財源保障の見地から国 
税として国が地方に代わって徴収し、一定の合理的な基準により国か

ら地方に再配分される地方固有の財源です。 
３ 地方譲与税：自動車重量税や揮発油税は、本来、地方税として徴収すべき税ですが 

国が代わりにこれらの税を徴収し、その税金を面積、市町村道の延長、 
人口等に応じて配分するものです。 

４ 交 付 金：地方揮発油税や自動車重量税、地方消費税等、国や県が集めた税金の

一部を市町村に交付するものです。 
５ 国支出金 ：国が奨励する事業や共同の責任で行う事業などについて、負担割合 

に応じ、国が交付するものです。 
６ 県支出金 ：県が奨励する事業や共同の責任で行う事業などについて、負担割合 

に応じ、県が交付するものです。 
７ 市   債：市が道路などの社会資本の整備等を行うにあたって、第三者から資 

金の借入れを行うことによって負担する長期の債務です 
８ 分負担金等：事業の負担割合に応じて支払う分担金及び負担金、施設利用に対す 

る使用料及び手数料、市の財産貸付による財産収入等です。 
９ 繰 入 金：各種基金・特別会計から一般会計への繰入金です。 
10  繰 越 金：決算によって生じる前年度からの繰越金です。 
 

 

 

【歳出】 

１ 義務的経費：市が支出を義務づけられている経費のことで、人件費、扶助費、公 
債費があります。 

２ 人 件 費：市職員の給料や手当のほか、議員や各種委員の報酬等が含まれます。 
３ 扶 助 費：児童手当や医療費助成、生活保護費など社会保障制度の根幹を成す 

経費です。 
４ 公 債 費：市債の借入れによって生じる返済金（元利償還金）等です。 
５ 投資的経費：道路や公共施設などの整備を行う普通建設事業や災害復旧事業費が 

あります。 
６ 物件費等 ：事務的経費である物件費、施設の維持補修費、一部事務組合や各種 

団体等に対する補助金等です。 
７ 積 立 金：財政運営を計画的に行うため、又は特定支出目的のために積み立て 

るものです。 
８ 貸付金等 ：奨学資金の貸付金等です。 
９ 繰 出 金：一般会計から特別会計への繰出金です。 
10  予 備 費：予算外の支出等に充てるための目的外予算です。 
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中長期財政計画

【歳入】 （千円）
R6 R7 R8 R9

市税 7,601,390 8,135,416 8,218,095 8,300,721
地方譲与税・交付金 2,120,900 1,700,000 1,700,000 1,700,000
地方交付税 4,332,000 5,115,312 5,517,553 5,550,240
分担金・負担金 272,249 224,083 224,083 224,472
使用料・手数料 318,792 238,346 238,346 238,346
国支出金 5,645,009 7,250,541 6,358,283 7,284,088
県支出金 2,928,461 2,877,898 3,007,103 3,061,542
財産収入 34,628 31,417 25,797 26,013
寄附金 20,000 201,000 201,000 201,000
寄附金（一般財源） 210,100 100,000 100,000 100,000
繰入金 271,438 635,335 935,335 235,335
繰越金 800,000 800,000 800,000 800,000
諸収入 121,292 547,908 510,487 510,343
市債 1,337,100 3,703,400 880,300 1,752,300
市債（臨財債） 100,000 300,000 300,000 300,000
総計 26,113,359 31,860,656 29,016,382 30,284,400
特定財源（色なし） 10,948,969 15,709,928 12,380,734 13,533,439
一般財源（色あり） 15,164,390 16,150,728 16,635,648 16,750,961

【歳出】 （千円）
性質別歳出項目 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９
人件費 3,527,476 3,343,976 3,468,731 3,290,625
扶助費 9,601,094 10,535,846 10,946,933 11,387,973
公債費 2,202,045 2,233,076 2,264,732 2,275,018
普通建設事業費 2,042,652 6,733,413 2,170,629 3,687,632
災害復旧事業費 200 200 200 200
物件費 4,197,705 4,664,199 4,136,278 4,222,063
維持補修費 63,278 57,186 57,486 57,710
補助費 2,953,501 2,786,799 2,858,821 3,052,545
積立金 418,410 538,856 538,939 539,020
投資及び出資金 140,406 141,115 141,115 141,115
貸付金 1,872 2,424 2,424 2,424
繰出金 2,002,361 1,987,734 2,049,887 2,114,850
予備費 20,000 20,000 20,000 20,000
総計 27,171,000 33,044,824 28,656,175 30,791,175

歳入総計ー歳出総計 ▲ 1,057,641 ▲ 1,184,168 360,207 ▲ 506,775

財政調整基金決算剰余金積立金 400,000 400,000 400,000 400,000

財政調整基金残高 3,645,725 2,861,557 3,621,764 3,514,989

政策横断的重要課題対象事業費 7,161,274 6,972,219 7,735,923 8,596,574
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中長期財政計画

【歳入】

市税
地方譲与税・交付金
地方交付税
分担金・負担金
使用料・手数料
国支出金
県支出金
財産収入
寄附金
寄附金（一般財源）
繰入金
繰越金
諸収入
市債
市債（臨財債）
総計
特定財源（色なし）
一般財源（色あり）

【歳出】
性質別歳出項目
人件費
扶助費
公債費
普通建設事業費
災害復旧事業費
物件費
維持補修費
補助費
積立金
投資及び出資金
貸付金
繰出金
予備費
総計

歳入総計ー歳出総計

財政調整基金決算剰余金積立金

財政調整基金残高

政策横断的重要課題対象事業費

（千円）
R10 R11 R12 R13
8,383,247 8,466,833 8,551,492 8,637,240
1,700,000 1,700,000 1,700,000 1,700,000
5,571,626 5,501,885 5,456,549 5,687,488

224,472 224,861 224,861 224,861
238,346 238,346 238,346 238,346

7,212,639 7,043,476 7,357,869 7,288,526
3,158,260 3,266,214 3,389,218 3,545,608

28,331 28,414 28,497 28,581
201,000 201,000 201,000 201,000
100,000 100,000 100,000 100,000
35,335 35,335 35,335 635,335

800,000 800,000 800,000 800,000
510,193 483,243 483,293 483,357

1,655,700 1,603,300 1,550,700 1,387,600
300,000 300,000 300,000 300,000

30,119,149 29,992,907 30,417,160 31,257,942
13,264,276 13,124,189 13,509,119 14,033,214
16,854,873 16,868,718 16,908,041 17,224,728

（千円）
Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３

3,436,728 3,326,157 3,487,986 3,381,841
11,792,439 12,223,758 12,673,911 13,145,912
2,052,672 1,959,996 1,945,036 1,914,877
3,354,592 2,684,550 2,414,794 2,613,680

200 200 200 200
4,114,286 4,196,971 4,755,300 4,454,271

58,167 56,567 58,167 58,167
2,809,158 2,864,803 2,886,101 2,889,476

539,102 559,185 539,268 539,352
141,115 141,115 141,115 141,115

2,424 2,424 2,424 2,424
2,183,609 2,255,288 2,330,015 2,407,927

20,000 20,000 20,000 20,000
30,504,492 30,291,014 31,254,317 31,569,242

▲ 385,343 ▲ 298,107 ▲ 837,157 ▲ 311,300

400,000 400,000 400,000 400,000

3,529,646 3,631,539 3,194,382 3,283,082

8,811,810 8,528,117 8,711,929 8,969,751
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